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ことが少なくない｡ 道路, 公園, 広場などは, その例である｡ これ
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(１) 最３小判1984 (昭和59)・12・18刑集38巻12号3026頁 (伊藤正巳補足
意見)。








るもの｣ (伊藤補足意見) と評価することも可能かもしれない｡ ただ, エ
































(７) 本稿では道路上でのデモ行進の規制はとりあげない｡ 中川律 ｢国会周
辺におけるデモ・集会の規制｣ 阪口正二郎＝毛利透＝愛敬浩二編『なぜ表
現の自由か』229頁 (法律文化社, 2017) によれば, 昨今国会周辺で行わ
れているデモ・集会は公安条例や道交法上の許可を得て行われているもの
ではなく, 市民が歩道に立ち止まって表現活動を行っているという法的取




近のものとして, 中林暁生 ｢表現する場を提供する国家｣ ジュリ1422号94
頁 (2011), 同 ｢パブリック・フォーラム｣ 駒村圭吾＝鈴木秀美編『表現
の自由Ⅰ 状況へ』197頁 (尚学社, 2011), 塚田哲之 ｢集会・結社の自
由｣ 阪口正二郎＝毛利透＝愛敬浩二編『なぜ表現の自由か』94頁 (法律文
化社, 2017)｡ 阪口正二郎 ｢『隔離』される集会, デモ行進と試される表現
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(９) 下級審を含めた判例動向を分析した文献として, つぎの２例を挙げる
にとどめる｡ 橋本基弘『表現の自由 理論と解釈』253頁 ｢第７章公共施
設管理権と集会規制｣ (中央大学出版会, 2014), 荏原明則 ｢(上尾市福祉
会館事件最高裁判決) 判批｣ 民商116巻１号103頁 (1997)｡
(10) 近藤崇晴 ｢判解｣ 『最高裁判所判例解説民事篇平成７年度』282頁 (法
曹会, 1998), 295頁｡
(11) 最２小判1996 (平成８)・3・15民集30巻３号549頁｡
(12) 秋山寿延 ｢判解｣ ジュリ増刊『最高裁時の判例Ⅰ公法編』32頁 (2003),
33頁｡
(13) この点を最初に指摘したのは, 中林暁生である｡ 中林暁生 ｢憲法判例
を読み直す余地はあるか 最高裁と下級審｣ 辻村みよ子＝長谷部恭男
『憲法理論の再創造』(日本評論社, 2011) 83－85頁, 同 ｢パブリック・
フォーラム論の可能性｣ 憲法問題25号31頁 (2014) 37－38頁｡







大阪府松原市民主商工会 (以下, 本節において ｢原告｣ という｡) は,
その創立50周年にあたり ｢松原民商・松原市民健康まつり｣ (以下, 本節
において ｢本件まつり｣ という｡) を2014年11月30日に松原市中央公園
(面積 1.2 haの近隣公園｡ 以下, 本節において ｢本件公園｣ という｡) にお
いて実施することを計画し, 市長に対し, 市の後援名義使用承認の申請を
するとともに, 本件公園の使用許可申請を行った｡ しかし, 市長は, 本件
まつりは特定の団体が主となって開催される事業であり, ｢特定の団体の
宣伝又は売名を目的とするもの｣ (｢松原市後援等名義の使用承認及び市長
賞の授与に関する要綱｣ (2013年４月１日改正実施) ５条３項５号) と類
推されるおそれがあるとして, 後援名義の使用を不承認とする決定を行っ
た｡ そして, 公園使用許可申請に対しては, 市の後援等がない本件まつり
に公園の使用を許可することは, ｢公園の管理上支障があると市長が認め
る｣ (松原市都市公園条例 (1983年３月31日条例９号, 2014年６月30日条
例23号による改正済みのもの) ３条３項３号) 場合に当たるとして, 不
許可とする決定をした｡ 松原市の公園管理システムについては後に詳述す
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法１条１項に基づき損害賠償を請求した事案である｡
市側は, 本件公園は都市公園であり, 本来, 集会目的での利用が予定さ
れているものではなく, 不特定多数の住民が日常的に自由に随時利用する
ことを目的として設置されているものである, と主張した｡ 特に近隣公園
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(15) 大阪地堺支判2016 (平成28)・11・15Lex/DB25544238｡ 巻美矢紀 ｢公
園の使用許可につき後援等を要件とする仕組みと集会の自由｣ 新・判例解
説 Watch21 号21頁 (2017) 参照｡
(16) 大阪高判2017 (平成29)・7・14Lex/DB25546145｡ 人見剛 ｢市の後援
等がないことを理由とする集会目的の公園使用不許可の違法を認めた事例｣
法セミ754号105頁 (2017) 参照｡




松原市都市公園条例３条１項は, 公園において ｢競技会, 展示会その他
これらに類する催しをする｣ 場合, および ｢公園の全部または一部を独占
して利用する｣ 場合には市長の許可を受けなければならない, とし, 同条






ために, ｢松原市都市公園行為許可審査基準｣ (2014年６月１日施行) が
定められていた｡ この審査基準によれば, ３条の許可を受けることができ
るのは, ｢市の協賛・後援の許可を受けたもの｣ であって, 17の項目に該
当しないものとされる｡ 17の項目は, ｢(1) 政治的又は宗教的な活動を行
うこと｣ から始まり, ｢(2) 私的な利益を目的とするもの｣, ｢(3) 公共の
福祉又は公序良俗に反するもの｣ と続き, 最後が ｢(17) 各号に掲げるも
ののほか, 公園の管理に支障のある行為をすること｣ である｡
また, ｢松原市都市公園許可審査基準 運用マニュアル｣ によれば,
｢行為の許可の申請に対する基本的な内容審査にあたっては, 次の一般審
査基準によるものとする｣ とされ, ｢(1) 公園の設置目的等に適合してい
ること｣, ｢(2) 公園利用者及び近隣住民に危害を及ぼさないこと｣, ｢(3)
事後処理がきちんとなされること｣ ｢(4) その他｣ が審査される｡ このう
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ことを目的としていないこと｣, ｢(エ) 公園の利用者, 地域住民等の理解




が禁止する ｢公園の管理に支障のある行為｣ には, ｢ゴミその他の汚物又




５条は, 市の後援名義の使用承認の積極要件 (１項) と消極要件 (３項)
を規定する｡ ３項は ｢次の各号のいずれかに該当すると認められるときは,




つまり, 松原市内の公園では, ｢政治的｣ な集会を行うことはできない
ということである｡ これは, 後援要件があるからだけではない｡ そもそも
｢政治的｣ 集会の開催は ｢公園の管理上支障がある｣, と市は考えているよ
うである｡ 市の基本的考え方は, 先述したように, 都市公園は不特定多数
の住民が日常的に自由に随時利用することを目的 (以下, ｢随時利用｣ な
いし ｢随時利用目的｣ と呼ぶ｡) として設置されたものであって, 集会に
よる独占利用は公園の本来の目的に含まれない, というにある｡ だからこ
そ公園の全部または一部の独占利用を市長の許可にかからしめているので
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路公園整備室公園緑地課) は, 同公園においては ｢テントや機材の持ち込
みまたは場所取り等を伴う学校, 特定団体等による集会・催し｣, ｢拡声器,
音響設備等を使用する集会・催し｣, ｢ステージ棟の独占的使用｣ などを原
則として認めないものとし, ただし, ｢市が主催もしくは共催, 後援等で
市民全体に利用が図られる催し等については, 協議のうえ許可することが
できる｣ としている｡ 同公園は, 宝塚市役所に近接する 4.1 haの地区公園
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｢利用規定｣ 冒頭には, 規定の目的が次のように記載されている｡ ｢本規定
は, 末広中央公園においてすべての利用者が楽しく快適にかつ安全に利用







都市公園が地方自治法244条のいう ｢公の施設｣ であることから, 泉佐野
市民会館事件判決および上尾市福祉会館事件判決の影響を受けた下級審判











② 国は, 公園本来の趣旨と皇居外苑の特性に照らして, これが管理につ
いては, 速に原状の回復をはかり常に美観を維持し, 静穏を保持し, 国民


















穏をそこなわない方法で散策し, 休息し, 鑑賞し, 観光する程度の使用に
ある｡
③ 原告が求めている皇居外苑の使用方法が, 通常の使用の程度を著しく
















れを利用することができる｡ したがって, その利用の許否は, その利用が
公共福祉用財産の, 公共の用に供せられる目的に沿うものである限り, 管
理権者の単なる自由裁量に属するものではなく, 管理権者は, 当該公共福
祉用財産の種類に応じ, また, その規模, 施設を勘案し, その公共福祉用
論
説
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財産としての使命を十分達成せしめるよう適正にその管理権を行使すべき









④ 集会の自由についていえば, 管理権者が管理権に名を借り, 実質上表
現の自由または団体行動権を制限する目的にでた場合はもちろん, 管理権
の適正な行使を誤り, ために実質上これらの基本的人権を侵害したと認め
























(1953 (昭和28)・4・27行裁例集４巻４号952頁) だけでなく, 最高裁判決
後の54年メーデーにかかる不許可処分取消訴訟東京地裁判決 (1954 (昭和
29)・4・27行裁例集５巻４号922頁) も反射的利益説を採用し, 訴えの利








たことになり, 憲法上許されない, ということである｡ 逆に言うと, ｢正
当な理由｣ がない限り集会目的での公園へのアクセスが保障される, とい
うことでもある｡
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もあろうが, 本稿は今日の法・学説・判例の水準に立って最高裁判決を再
評価しようとするものである｡ なお, 判決当時から学説の批判が強かった
ことについては, 橋本公亘 ｢集会の自由と公園の使用不許可｣ ジュリ増刊
『憲法の判例〈第２版』62頁 (1971), 佐藤幸治 ｢集会・結社の自由｣ 芦
部信喜編『憲法Ⅱ人権 (1)』(有斐閣, 1978) 573－578頁参照｡
① 皇居外苑が旧皇室苑地であり現在も皇居の前提であるという特殊性









方針とし, その方針を適用した結果③, ④の判断に至ったことは, 管理権
































の施設であることに求めている｡ 同条３項は ｢不当な差別的取扱い｣ を禁
止しているので, 同条によって保障されているのは公共施設への ｢平等な
アクセス (equal access)｣ なのであって, ｢アクセスの保障 (guaranteed




































以下の) から) の場合に限られるという｡ これは憲法上の集会の自由
の保障の法理として示されている｡











































解するのが相当｣ であり, かつ, ｢そのような事態の発生が許可権者の主
観により予測されるだけではなく, 客観的な事実に照らして具体的に明ら






てはならない｡ ｢人の生命, 身体又は財産が侵害され, 公共の安全が損な
論
説





第２に, ｢人の生命, 身体又は財産が侵害され, 公共の安全が損なわれ
る明白かつ現在の危険｣ のある場合とは, 前記) の場合に含まれるので
あろうが, ) の場合がこれに尽きるわけではなかろう｡ 屋外の公園での
集会の場合, ｢公共の安全｣ を理由に公園の使用を不許可にすることがで
きるのは ｢人の生命, 身体又は財産が侵害され, 公共の安全が損なわれる
明白かつ現在の危険｣ のある場合に限られるとしても, ｢周辺住民の生活
の平穏｣ や ｢住民の随時利用の利益｣ ｢周辺の営業の確保｣ などを理由に
集会のための利用が不許可あるいは制限される場合, ) によって利益衡
量で判断するのであろうか｡ ) の問題なのか｡ いずれにせよ, 利益衡量
ではなく, 必要最小限度の制約の基準が妥当すべきではないか｡
第３に, 判決は, ｢公の秩序をみだすおそれがある場合｣ には, 当然に
｢会館の管理上支障があると認められる場合｣ にも該当するという｡ 前者
の不許可要件はすべての管理条例にあるわけではないが, 後者の不許可要
件はすべての管理条例にある｡ したがって, ｢人の生命, 身体又は財産が
侵害され, 公共の安全が損なわれる明白かつ現在の危険｣ のある場合は,
｢管理上支障があると認められる場合｣ になる｡ こうして, 先に留保した
前記) が施設管理権の内容に取り込まれている｡
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(22) 紙谷雅子 ｢判批｣ 判時1543号215頁 (1995) 218－20頁｡ 判決は, 結局,
集会の実質的主催者である中核派と対立するグループが集会に乱入し, 会
場内外で暴力の行使を伴う衝突が起こることが具体的に明らかに予見され
た, ということを認めているが, この点地裁判決は ｢中核派と対立する団
体が本件集会に介入して混乱を生ずるおそれが高いとは必ずしも認められ
ない｣ と市側の主張を否定していた｡
る明白かつ現在の危険｣ のある場合は, 当然に ｢会館の管理上支障がある
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(23) 竹中勲 ｢集会の自由と公の施設の利用可否決定基準 上尾市福祉会
館事件上告審判決｣ ジュリ臨増1113号18頁は, 判決が ｢管理上支障がある
と認められるとき｣ という不許可基準に多くの事由を含ませていることは,
集会の自由最大尊重原理の観点から問題を残していると指摘する｡
れるが, ｢公共の安全｣ を理由にしたものではなく, あくまで会館の管理
運営上の混乱と他の利用者への支障のおそれを問題にしたものであり,







施設の種類, 規模, 構造, 設備, これまでの施設利用の状況, 支障の生





























児童公園 (街区公園) の使用許可を申請したところ, 村は ｢管理上支障が
あると認めるとき｣ に該当するとして不許可としたため, 原告が処分の違
法性を主張し損害賠償を求めた事例である｡
被告の主張は, ①児童公園はその性質上, 専ら児童, 幼児等の利用に供
することを目的として設置された公園であること, ②本件児童公園は, 閑
静な住宅街に設置され, 規模も設置標準面積に満たない小規模な児童公園
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(24) 那覇地判1996 (平成８)・3・28判時1603号106頁｡
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あるから, 公会堂等と同列に論じることはできない｡ ②近隣公園は, 専ら
近隣住民の日常利用に供することを目的として設置された公園であり, 規
模も小さく, 近隣住民の一般利用が妨げられないよう十分配慮しなければ












, 泉佐野市民会館事件判決の) から) に依拠した憲法論
を示したのち, ｢人の生命, 身体又は財産が侵害され, 公共の安全が損な
われる明白かつ現在の危険｣ の基準には触れずに, つぎのように説示した｡
本件各公園は, 専ら集会の目的に利用することが予定されてい
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(25) 東京地判2002 (平成14)・8・28判時1806号54頁｡
本来の設置目的との抵触が生ずる結果となることから, 公園の管
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(26) 判決を受けて, 松原市は後援要件だけを撤廃するのではなく, ｢都市




この点, 江東区近隣公園事件判決は, 両者の差異を強調し, 申請者の予
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(27) 仙台市民会館の使用許可取消処分の執行停止を認めた金剛山歌劇団事








害等は受忍すべきものというべきである｣ という｡ 江東区立公園には, こ
の理は適用されないのだろうか｡ なお, 金剛山歌劇団事件については中林
暁生 ｢パブリック・フォーラム論の可能性｣ 憲法問題25号31頁 (2014) 参
照｡
利用を拒否したり集会の態様を制限したりすることが許される ｢公園管理











対し, 原告らは ｢『軍事パレード』の中止を求める集会｣ を本件広場で開
催しようと計画し, 市に使用許可申請を行ったところ, 市は, ｢庁舎前広
場内において, 特定の個人, 団体等の主義主張や意見等に関し賛否を表明
することとなる集会｣ は庁舎管理規則の禁止する ｢示威行為｣ に当たると
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(28) 金沢地判2016 (平成28)・2・5 判時2336号53頁｡ 名古屋高金沢支判
2017 (平成29)・1・25判時2336号49頁 (控訴棄却), 最１小決2017 (平成
29)・8・3Lex/DB25546779 (上告不受理)｡ 地裁判決評釈として平地秀哉
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(29) 最３小判2006 (平成18)・2・7 民集60巻２号401頁｡ 本件判例批評と
して, 岡田正則 ｢『公の施設』の目的外使用許可における裁量権の限界｣
法セミ622号116頁 (2006), 本田滝夫 ｢公立学校施設の目的外使用不許可
処分と司法審査｣ ジュリ臨増1332号39頁 (2007), 中野武志 ｢判批｣ 判時
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(30) 呉市学校施設使用不許可事件最高裁判決｡



























事前承認を要するとした ｢広報活動｣ に当たり, 集団でプラカードを掲げ
て立ち並び, 座込み, 行進したことは条例が禁止する ｢集会, デモ, 座込
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パブリック・フォーラム論によれば, 非パブリック・フォーラムにおいて
も, 公有地であるかぎり表現の観点 (viewpoint) に基づく差別は許され
ないとされている｡
(33) 新聞報道によれば, 市は, 高裁判決後の2017年３月に市庁舎等管理規
則を改訂し, それまで禁止事項の一つに ｢示威行為｣ とだけあった部分を










, 事前承認を要する ｢広報活動｣ とは ｢自由通路における多
数の歩行者の安全で快適な往来に相当の影響を与える可能性があり, 利用
者に利用の対価を負担させることが相当とみられる程度に，一定の場所を





な行為｣ に限定される, というのである｡ 地裁判決は, 道交法の適用は否
定したものの, 条例による規制に道交法に類似する限定を付したものと理
解することもできよう｡ ただし, 条例そのものは文言も変わらずに残され
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(35) 横浜地判2017 (平成29)・3・8Lex/DB25545343｡ 本件判例評釈として
柳瀬昇 ｢駅自由通路におけるマネキンフラッシュモブを規制する命令の違











これは, ｢潜在的暴徒｣ である集団の管理が徹底されてきた結果, 作り出
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(38) 小川有美 ｢カウンター・デモクラシーの到来｣ 世界・臨増799号30頁
(2012)｡ カウンター・デモクラシーの民主政における意義について, 只野
雅人 ｢政治改革以降の選挙・民主主義 民主主義の手続きと実質｣ 法の
科学46号16頁 (2015), 大河内美紀 ｢カウンターデモクラシー・民意・制




Freedom of Assembly in Public Parks and Squares
Toru NAGAOKA
Public forum doctrine for freedom of expression seems to be accepted by
judicial precedents and theories. Supreme Court’s decisions, Izumisano case
and Ageo case, were evidently inspired by this doctrine. Both cases took up
assemblies in public halls which is categorized as semi-public forum or des-
ignated public forum. But in traditional public forum cases, streets and parks
cases, Supreme Court’s stance is ambivalent. Recent lower courts cases
which deal with assemblies in public parks are based on Izumisano case and
Ageo case. Reverse development, traditional public forum doctrine is devel-
oping in accordance with designated public forum doctrine, appears.
This comment reviews current case law on freedom of assembly in public
parks and open spaces. It shows that for local authorities a concept of tradi-
tional public forum is not traditional. They incline to attach greater impor-
tance to general publics’ interests to use parks at any time than freedom of
assembly. Then this comment explores recent lower courts cases and dis-
cusses that in public park cases courts make efforts to protect freedom of as-
sembly, but in other open space cases they fail to do so. Lastly this comment
argues values of assembly for democratic society, and concludes public fo-
rums in which peoples perform expressive conduct freely and vigorously will
be formed not by constitutional theory but by peoples’ protests which vitalize
our democracy.
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